
第 66 期 報告書
平成23年3月1日 〉〉〉平成24年2月29日

株主の皆様へ

本報告書は、次の方法により記載しております。
⑴　百万円単位の記載金額は百万円未満切り捨てて表示しております。
⑵　千株単位の記載株式数は千株未満切り捨てて表示しております。

株式に関する
お手続きについて

１. 住所変更、単元未満株式の買取・
買増請求、配当金受領方法の指定
等は株主様の口座のある証券会社
にお申出下さい。
証券会社に口座がないため特別口
座が開設されました株主様は、特
別口座管理機関である三井住友信
託銀行株式会社にお申出下さい。

２. 特別口座の株式については、特別
口座のままでは売買できません。
売買を行う場合は証券会社の口座
への振替が必要になります。
手続きの詳細は左記記載の電話照
会先にご確認下さい。

３. 未払配当金の支払については、株
主名簿管理人である三井住友信託
銀行株式会社にお申出下さい。

１. �優待基準（株主ご優待券又は図書カードを送付
いたします。）

株主ご優待

※�受領された株主ご優待券又は図書カードは、未使用のまま全て返送する
ことにより、上記優待基準に応じて交換いたします。

株 数 ご 　 優 　 待 　 品
株主ご優待券（券面額100円の割引券） 図書カード

年間
贈呈額

１回当たり
贈呈額

年間
贈呈額

１回当たり
贈呈額

1,000株　　
　　〜1,999株 160枚 80枚 2,000円分 1,000円分
2,000株　　

　　〜2,999株 320枚 160枚 4,000円分 2,000円分
3,000株　　

　　〜3,999株 480枚 240枚 6,000円分 3,000円分
4,000株　　

　　〜4,999株 640枚 320枚 8,000円分 4,000円分

5,000株以上 800枚 400枚 10,000円分 5,000円分

２. �株主ご優待券のご使用方法
	� 当社直営売場の商品（当社のレジにて精算する商品）お買

物時、現金、商品券及びクレジットカードによる１回のお
買い上げ金額（１枚のレシートの消費税込み金額）1,000円
以上につき1,000円毎に各１枚ご使用できます。

	� （当社商品券、ギフト券、たばこ及び当社指定の商品を除き
ます。また、当社店舗内の専門店ではご使用になれません。）

見本 見本

事 業 年 度 毎年３月１日から翌年２月末日まで
定時株主総会 毎年５月
基 準 日 定時株主総会の基準日は毎年２月末日とします。

期末配当の基準日は毎年２月末日、また中間配当を行
う場合の基準日は毎年８月31日とします。
その他必要がある場合は、あらかじめ公告いたします。

公 告 方 法 電子公告の方法により行います。
�但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告
をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載し
て行います。
電子公告アドレス

（http://www.tobustore.co.jp/ir/index.html）
株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号

三井住友信託銀行株式会社
郵便物送付先 〒168−0063　�東京都杉並区和泉二丁目８番４号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
（電話照会先） 電話　0120−782−031（フリーダイヤル）

�取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の本店および
全国各支店で行っております。
※�平成24年４月１日より、株主名簿管理人・郵便物送付先・電

話照会先は上記のとおり変更になっております。

株 式 の ご 案 内
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株主の皆様におか
れましては、ます
ますご清栄のこと
とお喜び申し上げ
ます。
さて、当社グルー
プは平成24年２月
29日をもって、第
66期（平成23年３
月１日から平成24
年２月29日まで）
の決算を終了いた
しましたので、そ

の概況をご報告申し上げます。
当社グループは「総力戦で競合店に打ち勝ち予算を達
成させる」の方針のもとに①全従業員が「ファイティ
ングスピリット」で利益を稼ぎ、魂を入れた接客の徹
底を図る、②「商品力の良質化」、「サービス面の良質
化」、「価格面の適正化」などをバランスよくお客様に
提供する「良質スーパー」の実現に取り組みました。
以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高は新設
店及び既存店の改装効果の寄与により844億95百万円
（前期比4.1％増）、営業利益は粗利益率の大幅な改善に
よって売上総利益が増加したこと等により16億15百万
円（前期比93.7％増）、経常利益は18億47百万円（前期
比73.0％増）、当期純利益は店舗改装に伴う固定資産除
却損など特別損失４億42百万円を計上した結果12億37
百万円（前期比61.2％増）となりました。

代表取締役社長　宮内　正敬

詳細につきましては、次ページ以降の事業別営業概況
にてご報告させていただきます。

また、対処すべき課題として、当社グループは、日本
の社会に横たわる重要な課題、即ち「デフレ」からの
脱却、「格差社会」の是正、「高齢化社会」の到来に備
えた対応、「税と社会保障の一体改革」などが徐々に解
決に向けた期待が高まる中で、経営理念である「地域
社会への奉仕と貢献」を改めて従業員全員で再認識し、
これを実現するために全員が主体となって各自の役割
を果たしてまいります。

当社グループにおきましては、従来の「新中期経営計
画“ATTACK1000”」を、外部環境の変化や新店開発
の遅れの影響から見直しを図り、新たに平成24年度を
初年度とする「第５次中期経営計画」（平成24年度～平
成26年度）を策定いたしました。
「第５次中期経営計画」の骨子につきましては、３ペー
ジをご参照下さい。

「第５次中期経営計画」のキーワードである『お客様と
店舗との「絆」を創造』し、『安定的な利益成長の実現』
を目指し、全社一丸となって業績向上を図るとともに
「良質スーパー」として信頼される会社を目指してまい
る所存であります。
株主の皆様には、今後ともなお一層のご支援とご鞭撻
を賜りますよう心よりお願い申し上げます。

１．小売業
　　売上高811億４百万円（前期比3.9％増）
（株式会社東武ストア）
株式会社東武ストアの主な施策は以下のとおりです。
<1>新店の開設及び既存店の改装
①新店の開設
平成23年３月に逆井店（千葉県柏市）及び西池袋
店（東京都豊島区）、同年４月に練馬豊玉店（東京
都練馬区）を開設し、当社の店舗は平成24年２月
29日現在で合計60店舗となりました。
②既存店の改装
「店舗毎の戦い」を実践するために、各店長自らが
企画立案した店舗発信の改装を上半期にみずほ台
店、白井店など４店舗で、下半期に高島平店、草
加谷塚店など10店舗で実施し、合計14店舗の改装
を行いました。

<2>売上、粗利益向上策
①鮮度管理や販売方法を一部見直し、値引きロスや
販売チャンスロスを削減するとともに、鮮度が良
く安心・安全な良質化商品の拡大により、売上及
び粗利益の向上を図りました。
②「月間お買得商品」や定番商品の品切れ防止、季節
催事など販売計画に沿った売場づくりを徹底するた
め、毎週開催の店長会議や販売本部員の店舗巡回に
よる店舗指導に徹底して取り組みました。
③販売データを基に品切れ状況を把握して発注精度
の向上を図り、夜間の品揃えの充実と広告掲載に
よる販促面の強化によりナイトマーケットの深耕
に取り組みました。
④駅前立地の多い当社店舗の利便性の向上、少子高齢化
や単身世帯の増加に伴う対応として、簡単に食べるこ
とができる即食性商品や少量パック商品など個食に対
応した商品の品揃えの強化を図るとともに、積極的に
新商品の導入と開発を行いました。
⑤店舗オペレーションの効率化、販売チャンスロス
の削減を目的に自動発注システムの導入を平成24

年２月29日現在で、衣料品部門30店舗、生活用品
部門34店舗において行いました。

<3>顧客満足度アップのための施策
①外部の専門家による「ホスピタリティ研修」（接客
徹底研修）を店舗の最前線でお客様に接するレジ
担当者（社員並びにパートナー）を主な対象とし
て行い、「魂を入れた接客」に徹底して取り組みま
した。
②外部の専門機関による店舗オペレーションの定期的
な遂行度調査を行い、遂行度の低い店舗に対しては
レジトレーナーを中心に指導を徹底し改善に取り組
み、お客様満足度アップに努めました。

<4>その他
①営業利益改善策の具体的進め方として、毎月１回営
業幹部会議を開催し、営業利益が厳しい店舗を取り
上げて、店舗毎にきめ細かな改善策を指示するなど
本社が徹底的に店舗支援を行いました。
②営業の要である店長やマネージャー等の海外及び
国内流通視察研修の実施、高齢者の買物のお世話
をするサービス介助士の資格取得を推進するなど
人材育成に積極的に取り組みました。

店内手づくりピザなど積極的に新商品
の開発と導入を行いました。

株 主 の 皆 様 へ 事 業 別 営 業 概 況
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■売上高・営業収益（単位：百万円）
■連結（売上高）　■単体（営業収益） ■連結　■単体

■連結　■単体 ■連結　■単体 ■連結　■単体

■連結　■単体

平成20年度
（第６3期）

■営業利益（単位：百万円）

平成20年度
（第６3期）

■経常利益（単位：百万円）

平成20年度
（第６3期）

0

1,000

1,500

2,000

2,500

■当期純利益（単位：百万円）

平成20年度
（第６3期）

0

30,000

32,500

35,000

37,500

■総資産（単位：百万円）

平成20年度
（第６3期）

0

12,000

16,000

20,000

24,000

■純資産（単位：百万円）

平成20年度
（第６3期）

0

70,000

80,000

90,000

0

1,000

500

1,500

2,000

2,500

0

1,500

1,000

500

2,000

2,500

3,000

500

平成21年度
（第６4期）

平成21年度
（第６4期）

平成21年度
（第６4期）

平成21年度
（第６4期）

平成21年度
（第６4期）

平成21年度
（第６4期）

平成22年度
（第６5期）

平成22年度
（第６5期）

平成22年度
（第６5期）

平成22年度
（第６5期）

平成22年度
（第６5期）

平成22年度
（第６5期）

838834

平成23年度
（第６6期）

2,1852,163

1,4261,393

1,6431,61578,867

22,416

32,510

767

81,163 82,194
84,495

平成23年度
（第６6期）

80,182
82,456

79,315
81,524

22,517 23,11023,190

平成23年度
（第６6期）

20,89921,002

22,61322,695

32,001

35,038
34,510

平成23年度
（第６6期）

30,806
30,396

32,996
32,555

748

1,237 1,259

平成23年度
（第６6期）

2,042 2,065
2,285 2,306

1,0571,067

平成23年度
（第６6期）

2,4052,388

1,6421,617
1,8461,847

区　　分
平成20年度
（第63期）

平成21年度
（第64期）

平成22年度
（第65期）

平成23年度
（第66期）

連　　結 単　　体 連　　結 単　　体 連　　結 単　　体 連　　結 単　　体

売 上 高 82,456 81,524 81,163 84,495
営 業 収 益 80,182 79,315 78,867 82,194
営 業 利 益 2,163 2,185 1,393 1,426 834 838 1,615 1,643
経 常 利 益 2,388 2,405 1,617 1,642 1,067 1,057 1,847 1,846
当 期 純 利 益 2,042 2,065 2,285 2,306 767 748 1,237 1,259
総 資 産 30,806 30,396 32,996 32,555 32,510 32,001 35,038 34,510
純 資 産 21,002 20,899 22,695 22,613 22,517 22,416 23,190 23,110

（単位：百万円）

以上の結果、下半期に入り景気減速懸念の高まり等か
ら売上が低迷するとともに、改装費用などの経費の増
加により非常に厳しい状況で推移いたしましたが、上
半期が東日本大震災の影響による特需で大幅な増収増
益であったため、通期での株式会社東武ストアの売上
高は806億93百万円（前期比3.9％増）、営業利益は16億
43百万円（前期比95.9％増）で増収増益を達成するこ
とができました。

（株式会社東武フーズ）
株式会社東武フーズは、当社店舗を中心にファストフー
ド店、インストアベーカリー等を運営し、オペレーショ
ンの見直しによる効率化を推進して、安定した利益を確
保できる企業体質の強化に継続して取り組みました。

２．その他
　　売上高33億90百万円（前期比9.1％増）
その他といたしましては、子会社の株式会社東武警備
サポートが警備業、メンテナンス業、人材派遣業を行
っているほか、当社物流センターにおける配送料収入
等があります。

当連結会計年度における売上高の部門別内訳は次のと
おりであります。

部　　　　　門 売　上　高 構　成　比 前　期　比

小売業 百万円 ％ ％

加 工 食 品 33,645 39.8 ＋7.6

生 鮮 食 品 30,886 36.5 ＋5.2

衣 料 品 3,340 4.0 ＋4.9

生 活 用 品 2,854 3.4 ＋0.5

商 事 188 0.2 △58.5

専 門 店 10,190 12.1 △7.0

小　　計 81,104 96.0 ＋3.9

その他

警 備 業 等 3,390 4.0 ＋9.1

合 計 84,495 100.0 ＋4.1

「第５次中期経営計画」の骨子

■ビジョン：「良質スーパー」の深耕
①お客様と店舗との「絆」の創造
②�安定的な利益成長の実現（売上高経常利益率
目標＝３％）

■行動指針
①魂を入れた接客（笑顔の接客）の徹底
②お客様目線での業務の遂行

■施策
<1>お客様と店舗との「絆」の創造
・�お客様目線で業務遂行することにより、「商
品・価格面」、「人、サービス面」、「設備面」
でお客様との信頼関係を構築いたします。

<2>�安定的な利益成長の実現（売上高経常利益
率目標＝３％）
・�「個店毎の戦い」の深耕～自店の商圏特性
に適合する営業施策により来店客数のアッ
プを図る。
・�店舗オペレーション改革によるコスト削減
とロスの低減及び商品とサービスの品質の
向上
・�人材教育の充実、女性社員の職域拡大など
の積極的推進
・�新店開発を計画的に行うとともに、「個店
毎の戦い」を深耕するために店舗発信での
既存店改装の継続

これらの施策の具体的進め方として、課題ごとにプ
ロジェクトチームを編成し、スピード感を持って実
施いたします。

営 業 成 績 及 び 財 産 の 状 況 の 推 移第 ５ 次 中 期 経 営 計 画
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ポイント
①

ポイント
②

■連結貸借対照表（要旨）

当期末の資産合計は前期末に比べ
25億28百万円増加しました。
新店３店舗の開設及び改装等によ
り有形固定資産が14億44百万円、
また、東武キャッシュ・マネジメ
ント・システムへの預け金の増加
等により流動資産が11億91百万
円、それぞれ増加したこと等が主
な要因です。

ポイント ①
当期末の負債合計は前期末に比べ
18億55百万円増加しました。
新店３店舗の開設等により買掛金
が２億50百万円、リース債務が９
億80百万円増加しました。また、
「資産除去債務に関する会計基準」
が当期より適用されたことにより
資産除去債務を３億20百万円新た
に計上したこと等が主な要因で
す。

ポイント ②

■連結損益計算書（要旨）

売上高は、当期に開設した新店
３店舗に加え前期開設の２店舗
のフル稼働により、4.1%増加し
ました。また、粗利益率が1.1%
上昇したことで売上総利益は18
億69百万円増加しました。新店
経費は増加しましたが既存店の
経費削減により販売費及び一般
管理費を10億88百万円の増加に
抑え経常利益は前期比73.0%増
加しました。

ポイント ③
特別損失につきましては、改装に係
る固定資産除却損１億67百万円、及
び収益性の低下した店舗につき、減
損損失を１億48百万円計上するな
ど、４億42百万円を計上しました。
なお、東日本大震災による店舗施設
の復旧費は30百万円と軽微でした。
以上の結果、当期純利益は前期に比
べ61.2％増加しました。

ポイント ④

ポイント
③

ポイント
④

科　　目 当　　期
（平成24年2月29日現在）

前　　期
（平成23年2月28日現在）

（資産の部） 百万円 百万円

流 動 資 産 10,011 8,820
固 定 資 産 25,027 23,690
有 形 固 定 資 産 15,929 14,484
無 形 固 定 資 産 194 156
投資その他の資産 8,904 9,049

資 産 合 計 35,038 32,510
（負債の部）
流 動 負 債 6,208 5,692
固 定 負 債 5,640 4,300
負 債 合 計 11,848 9,992
（純資産の部）
株 主 資 本 26,604 25,915
資 本 金 9,022 9,022
資 本 剰 余 金 7,647 7,847
利 益 剰 余 金 10,004 9,113
自 己 株 式 △�  69 △�  67

その他の包括利益累計額 △� 3,414 △� 3,398
その他有価証券評価差額金 29 46
土地再評価差額金 △� 3,444 △� 3,444

純 資 産 合 計 23,190 22,517
負 債 及 び 純 資 産 合 計 35,038 32,510

科　　目
当　　期

�平成23年3月 1 日から�
�平成24年2月29日まで�

前　　期
�平成22年3月 1 日から�
�平成23年2月28日まで�

百万円 百万円

売 上 高 84,495 81,163

売 上 原 価 60,004 58,541

売 上 総 利 益 24,491 22,622

販売費及び一般管理費 22,875 21,787

営 業 利 益 1,615 834

営 業 外 収 益 340 302

営 業 外 費 用 108 69

経 常 利 益 1,847 1,067

特 別 利 益 11 5

特 別 損 失 442 209

税金等調整前当期純利益 1,415 863

法人税、住民税及び事業税 254 116

法 人 税 等 還 付 税 額 △�  122 ─

法 人 税 等 調 整 額 45 △�  20

少 数 株 主 損 益 調 整 前
当 期 純 利 益 1,237 ━

当 期 純 利 益 1,237 767

■連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）

当期末の純資産合計は231億90百万円となり、前期末に比べ６億72百万円増
加しました。当期純利益12億37百万円を計上しましたが、期中に剰余金の
配当３億47百万円を支出し、また、自己株式の取得により２億２百万円減
少したこと等によるものです。

ポイント ⑥

当期末の現金及び現金同等物残高は56億28百万円となり、前期末に比べ10億
64百万円増加しました。
「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、39億22百万円の収入となり、前期
に比べ15億７百万円収入が増加しました。税金等調整前当期純利益が５億52
百万円、仕入債務が２億28百万円それぞれ増加したこと等によるものです。
「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、20億68百万円の支出となり、前
期に比べ９億75百万円支出が減少しました。新店工事等により有形固定資産
の取得による支出が前期に比べ６億94百万円減少したこと等によるものです。
「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、７億89百万円の支出となり、前
期に比べ４億56百万円支出が減少しました。配当金の支払額が前期に比べ３
億54百万円減少したこと等によるものです。

ポイント ⑤

■連結株主資本等変動計算書
　当連結会計年度（平成23年3月1日から平成24年2月29日まで）

ポイント
⑤

（単位：百万円）

ポイント
⑥

科　　目
当　　期

�平成23年3月 1 日から�
�平成24年2月29日まで�

前　　期
�平成22年3月 1 日から�
�平成23年2月28日まで�

百万円 百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,922 2,415

投資活動によるキャッシュ・フロー △� 2,068 △� 3,044

財務活動によるキャッシュ・フロー △�  789 △� 1,245

現金及び現金同等物の増減額 1,064 △� 1,874

現金及び現金同等物の期首残高 4,563 6,438

現金及び現金同等物の期末残高 5,628 4,563

株主資本 その他の包括利益累計額 純資産
合計資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本

合計
その他有価証券

評価差額金
土地再評価

差額金
平成23年2月28日残高 9,022 7,847 9,113 △�  67 25,915 46 △��3,444 22,517
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 ─ ─ △�  347 ─ △�  347 ─ ─ △�  347
当期純利益 ─ ─ 1,237 ─ 1,237 ─ ─ 1,237
自己株式の取得 ─ ─ ─ △� 202 △� 202 ─ ─ △� 202
自己株式の消却 ─ △�  199 ─ 199 ─ ─ ─ ─

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） ─ ─ ─ ─ ─ △�  16 ─ △�  16

連結会計年度中の変動額合計 ━ △� 199 890 △�  2 688 △�  16 ━ 672
平成24年2月29日残高 9,022 7,647 10,004 △�  69 26,604 29 △��3,444 23,190

決 算 の 概 要 （ 連 結 ）
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店舗発信改装～「店舗毎の戦い」を実践するため、店長自らが企画立案した店舗改装を14店舗で行いました。

売場の回遊性を良くし
て、売場奥の衣料品売
場までお客様に来て頂
けるようになりました。

駅前立地の小型スーパ
ーにコンビニタイプの
レジを導入しさらに利便
性を追求した品揃えと
サービスを加えました。

お客様から要望の多い
衣料品売場を大幅に拡
大してお客様に大変好
評です。

売場に中通路を取り、
拡大した衣料品売場を
食料品売場からでも容
易に視認することがで
きるようになりました。

レジ周りの通路を拡大
してお客様の回遊性を
高めてさらに買物がし
やすい売場となりまし
た。

白井店 高島平店 鶴瀬駅ビル店 松原店

北大宮店 草加谷塚店 蓮田店 朝霞店

惣菜売場を拡大、品揃
えを充実してお客様に
大変好評です。

惣菜・寿司などのすぐ
に食べられる商品の品
揃えを充実して、駅前
立地店舗の利便性をさ
らに高めました。

多段冷蔵ケースの高さ
を下げて、お客様の立
場に立った、見やすく
取りやすい売場となり
ました。

ト ピ ッ ク ス
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会 　 社 　 名	 株式会社東武ストア
本　　　　社	 東京都板橋区上板橋３丁目１番１号
創　　　　業	 昭和34年６月１日
設　　　　立	 昭和35年12月10日
資 　 本 　 金	 9,022,000,000円
店 　 舗 　 数	 60店
惣菜ショップ数	 2店

（ 良 菜 元 気 ）
従 業 員 数	 771名（男性663名、女性108名）
	� 上記の従業員数には、出向者41名及

びパートタイマー2,070名（１日８時
間換算）は含まれておりません。

グループ会社

	 株式会社東武警備サポート
		  本　社
			   東京都豊島区西池袋１丁目４番10号
		  事業内容
			   警備業・メンテナンス業・人材派遣業

	 株式会社東武フーズ
		  本　社
			   東京都板橋区上板橋３丁目１番１号
		  事業内容
			   ファストフード店・インストアベーカリー等の運営

事業所の一覧

北坂戸店 ●

新河岸店 ●

フエンテふじみ野店 ●

鶴瀬駅ビル店 ●
みずほ台店 ●

朝霞店 ●
フエンテ朝霞台店 ●

物流センター ●
成増店 ●

西新井店

桶川店 ●

松原店 ●

初石店 ●

船橋南本町店 ●

新船橋店 ●

船橋法典店 ●

馬橋店 ●

蘇我店 ●

草加谷塚店● ●草加中根店

● 良菜元気竹の塚店

西池袋店 ●練馬豊玉店 ●
良菜元気池袋店

●

●

●

●
●●フエンテ練馬店 

西尾久店 

本社

●

●

●
蓮田店

●

●

土呂店

大宮公園店

● 大宮堀の内店

豊春店

春日部
● 川越店

● 上福岡店

● 下赤塚店
● 高島平店

● 南葛西店●
大森店

（川越線）

（高崎線）

（宇都宮線）

（東武野田線）

（東武伊勢崎線）

（東武野田線）

（常磐線）
（成田線）

（外房線）

（内房線）

（総武線）

（埼京線） （武蔵野線）

（山手線）

（京浜東北線） （京葉線）

● ふじみ野ナーレ店
（東武東上線）

（中央線）

（西武池袋線）

（京王線）

川越

大宮

池袋

上野 浅草

柏

船橋

佐倉

千葉
蘇我

東京

●みずほ台東店

北大宮店

● 前野町店
● フエンテ常盤台店

● 小豆沢店
● 大師前店

●  西国分寺店

● 王子店 ● 梅島店

● 小菅店
● 業平店

● 新柏店

● 我孫子店

●
 鎌ヶ谷店

● 逆井店
● 白井店

● 佐倉石川店

● 西川口店

● 蕨店

● 白岡店

● 加須店

蒲生店 ●
●新田店

新宿

鳩ヶ谷店 ●

下高井戸店 ●

■株式の分布

その他国内法人
47,632,280株
69.1％

金融機関
9,809,300株

14.2％

個人その他
10,292,760株
14.9％

外国法人等
751,952株

1.1％

自己名義株式
261,909株
0.4％

証券会社
208,241株
0.3％

所有者別状況

発行可能株式総数	 100,000,000株
発行済株式の総数	 68,956,442株

（うち自己株式261,909株）
株　　主　　数	 4,916名
大　　株　　主

株　主　名 持 株 数 持株比率
千株 ％

丸紅株式会社 21,166 30.8 
東武鉄道株式会社 18,575 27.0 
株式会社みずほコーポレート銀行 1,868 2.7
東武ストア取引先持株会 1,850 2.6 
株式会社埼玉りそな銀行 1,776 2.5 
株式会社損害保険ジャパン 1,437 2.0 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（中央三井アセット信託銀行再信託分・CMTB
エクイティインベストメンツ株式会社信託口）

800 1.1 

富国生命保険相互会社 719 1.0 
東京海上日動火災保険株式会社 567 0.8 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口） 513 0.7 

（注）持株比率は自己株式を控除して計算しております。

代 表 取 締 役
取 締 役 社 長 宮 内 正 敬

専 務 取 締 役 丹 羽 茂 美

常 務 取 締 役 戸 口 成 之

常 務 取 締 役 土 金 信 彦

取 締 役 山 本 秀 昭

取 締 役 榛 沢 雅 己

取 締 役 吉 野 三 春

取 締 役 増 山 義 高

取 締 役 小 川 長 治

取 締 役 根 津 嘉 澄

取 締 役 大 浦 　 理

取 締 役 猪 森 信 二

常 勤 監 査 役 小 浜 　 浩

監 査 役 小 　 島 　 亜 希 子

監 査 役 平 田 一 彦

監 査 役 熊 田 秀 伸

株 式 の 状 況 （平成24年2月29日現在） 役 員 （平成24年5月25日現在） 会 社 の 概 要 （平成24年2月29日現在）

010_0502001272405.indd   9-10 2012/05/18   6:25:29


